
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 18,664 -1.3% -3.1% -2.4%
東証株価指数（TOPIX） 1,489 -1.5 -3.9 -1.9
東証REIT指数 1,774 -0.1 -0.8 -4.4
米ダウ平均株価 20,656 0.0 -1.0 4.5
米S&P500指数 2,355 -0.3 -0.3 5.2
米MSCI REIT指数 1,158 0.9 2.1 1.0
MSCI ワールド（先進国） 1,845 -0.4 0.6 5.4
MSCI AC欧州 423 -0.7 2.8 5.8
MSCI エマージング 961 0.3 2.9 11.5
MSCI ACアジア（日本を除く） 584 0.4 3.3 13.6
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 111.09 -0.3% -2.9% -5.0%
ユーロ 117.65 -0.9 -2.4 -4.3
豪ドル 83.30 -2.0 -3.2 -1.1
ニュージーランド・ドル 77.09 -1.2 -2.5 -4.8
ブラジル・レアル 35.31 -1.0 -2.1 -1.8
メキシコ・ペソ 5.95 0.0 2.4 5.5
トルコ・リラ 29.93 -1.4 -1.9 -10.5
南アフリカ・ランド 8.09 -2.5 -7.2 -5.2
中国人民元 16.05 -0.9 -3.3 -4.5
インドネシア・ルピア (x100) 0.83 -0.2 -2.7 -3.9
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.38 -0.01 -0.18 -0.06
ドイツ10年 0.23 -0.10 -0.14 0.02
日本10年 0.06 -0.01 -0.02 0.02
ブラジル2年 9.58 -0.01 -0.20 -1.45
メキシコ2年 6.82 0.11 -0.05 0.03
トルコ2年 11.48 0.18 0.02 0.85
インドネシア2年 6.70 0.01 -0.22 -0.77
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,257 0.5% 4.0% 9.2%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 52 3.2% 3.9% -2.8%
VIXボラティリティ指数 12.0 4.0% 8.5% -8.3%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年5月1日~2017年4月7日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年5月1日~2017年4月7日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年5月1日~2017年4月7日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 4月3日 米国：3月ISM製造業指数、実績57.2、前月実績57.7 
• 4月4日 豪州:中銀金融政策理事会、市場予想通り据え置き 
• 4月6日 インド:金融政策会合、リバース・レポレートを0.25%引上げ 
• 4月6-7日 米中首脳会談（下記で詳述） 
• 4月7日 米国：3月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
                                実績+9.8万人、市場予想+18.0万人、前月+21.9万人 

Q. 先週の日米株式市場の動きは？ 
FOMC（米連邦公開市場委員会）議事要旨において、FOMC参加者の一部
が米国株式の割高感を指摘していたことに加え、企業景況感を示す指標や
雇用統計が、前月の実績を下回る結果となったことなどから、米国株式は
小幅下落。日本株式は、円高懸念などを背景に、4週連続の下落となった。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 4月10日    米国：イエレンFRB（米連邦準備理事会）議長講演 
• 4月11日    ユーロ圏：2月鉱工業生産（前月比）、市場予想+0.1% 
• 4月12-13日   ブラジル：金融政策会合、市場予想は1%の利下げ 
• 4月14日    米国：3月小売売上高（前月比）、市場予想-0.1% 
• 4月15日前後 米国：財務省が半期毎の「為替報告書」を公表予定 

Q. 米中首脳会談から得られる示唆と、今後の注目イベントは？ 
4月6-7日に米中首脳会談が開催され、『米中対話』（両国が抱える課題を話
し合う、新たな対話の枠組み）を設置することで合意した他、安全保障問題
や通商問題に関する議論が行われた。 
• 【合意点①：安全保障問題】 ①北朝鮮の核開発は、「非常に深刻な段階

に達している」との認識を米中両国で共有、②中国が進出している、東・
南シナ海における国際規範の順守の重要性を、トランプ米大統領が指摘、
③米国のシリアへのミサイル攻撃については、中国側が理解を示した。 

• 【合意点②：通商問題】 米中間の貿易不均衡問題を解決するための
「100日計画」を策定することで合意した。また、ロス米商務長官は、「中
国側が対米貿易黒字の削減に関心を示した」と発言し、ムニューシン米
財務長官は「我々の目標は、中国への輸出を増やすことだ」と述べた。 

• 【見通し：過激な通商交渉は回避される可能性】 米中両国間の貿易が
低迷するかたちで「貿易戦争」が勃発するリスクは、やや後退したと考え
る。筆者は、当該会談で「米国から中国への輸出（航空機やエネルギー、
農産物など）を増やす」対応策によって、米国の対中貿易赤字を解決す
る姿勢がみられた点に注目しており、これは金融市場にとって好材料と
見ている。なぜならば、「中国製品に45%の関税」を課すなど、米国が「中
国からの輸入を減少させる」対応策をとる場合は、米国の個人消費や中
国の製造業に大きな悪影響を及ぼすとともに、世界的な貿易の停滞を引
き起こし、金融市場でもリスク・オフが生じる懸念があったためである。 

• 【ただし、予断を許さない】 米国の通商政策の動向を見極める上で、次
の4つのイベントに注目したい。①4月15日前後に米財務省が発表する
予定の『為替報告書』、②4月18日から始まる『日米経済対話』、③3月31
日に発表され、90日以内に調査結果が出る予定の『米国の貿易赤字削
減を目指す大統領令』の動向、④上記の『100日計画』の動向など。 
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